
平成 15年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 11月 20日

上   場   会   社   名   株式会社ビーアールホールディングス 上場取引所 東

コード番号      1726 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広島県

株式会社　ビーアールホールディングス
　　取締役ＩＲ管理本部長 河野　道一 TEL (082) 261 - 2860

極東工業株式会社

　　管理本部副本部長 久保　明 TEL (082) 261 - 1207
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 20日

中間配当支払期日　　 　　　　平成 14年 11月 21日 中間配当制度の有無　　有

１. 14年 9月中間期の業績（平成 14年4月1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 10,178 8.3 461 - 462 -
13年 9月中間期 9,393 △ 22.3 △ 29 - △ 48 -
14年 3月期 26,582 1,457 1,424

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 438 - 53.04 -
13年 9月中間期 △ 88 - △ 10.22 -
14年 3月期 360 43.65
(注)①期中平均株式数    14年 9月中間期   8,257,667株   13年 9月中間期   8,620,000株   14年 3月期  8,261,821株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）14年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当       円     銭

14年 9月中間期 20.00 －    特別配当       円     銭

13年 9月中間期 0.00 －
14年 3月期 － 10.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 15,043 4,762 31.7 552.54
13年 9月中間期 15,604 3,999 25.6 463.92
14年 3月期 17,812 4,310 24.2 522.57
(注)①期末発行済株式数　14年 9月中間期      　8,620,000 株　13年 9月中間期 　  8,620,000株　14年 3月期 　  8,249,570株

 　 ②期末自己株式数　　14年 9月中間期 　        ー     株　13年 9月中間期                株　14年 3月期 　  370,430株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成 14年 9月 27日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　業績予想につきましては、株式会社ビーアールホールディングスの中間決算短信をご参照ください。

（極東工業株式会社　分）
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６．個別中間財務諸表等６．個別中間財務諸表等６．個別中間財務諸表等６．個別中間財務諸表等    
(１）中間貸借対照表 

      
（単位：千円） 

当中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

前中間会計期間末 
 

(平成13年９月30日現在) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 （資産の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動資産        

１． 現金預金  3,104,172  3,056,824  2,253,497  

２． 受取手形  586,706  816,953    1,140,009  

３． 完成工事未収入金  2,943,345  1,330,017  6,249,068  

４． 売掛金  290,505  21,263  247,860  

５. 親会社株式  114,442  －  －  

６． 未成工事支出金  3,095,776  4,838,011  2,801,856  

７． その他の棚卸資産  391,604  356,504  284,855  

８． その他 ※３ 550,778  435,250  677,588  

９． 貸倒引当金  △3,549   △    2,920   △    11,623   

 流動資産合計  11,073,781 73.6 10,851,905 69.5 13,643,114 76.6 

Ⅱ 固定資産        

(1） 有形固定資産 ※１       

１． 建物 ※２ 1,044,652  1,117,792  1,078,452  

２． 機械装置  392,801  461,562  431,296  

３． 土地 ※２ 910,578  1,014,978  947,116  

４． その他  365,280  351,671  391,088  

 有形固定資産合計  2,713,312 18.0 2,946,004 18.9 2,847,953 16.0 

(2） 無形固定資産  195,112 1.3 209,139 1.4 204,139 1.1 

(3） 投資等        

１． 投資有価証券  429,641  384,739  234,739  

２． 破産更生債権等  22,105  23,515     22,165  

３． その他 ※２ 644,140  1,215,502  885,330  

４． 貸倒引当金  △34,295   △    25,827  △    24,545  

 投資等合計  1,061,592 7.1 1,597,930 10.2 1,117,690 6.3 

 固定資産合計  3,970,017 26.4 4,753,074 30.5 4,169,784 23.4 

 資産合計  15,043,798 100.0 15,604,979 100.0 17,812,898 100.0 
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      （単位：千円） 

当中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

前中間会計期間末 
 

(平成13年９月30日現在) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 （負債の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動負債        

１． 支払手形  2,867,632  2,660,488  3,892,703  

２． 工事未払金  1,796,570  1,756,093  2,779,923  

３． 買掛金  209,070  165,560  215,865  

４． 短期借入金 ※２ －  341,200  715,900  

５． 未払法人税等  334,737  50,256  299,250  

６． 未成工事受入金  3,635,391  5,156,583  3,746,071  

７． 賞与引当金  281,200  281,750  280,700  

８． その他 ※３ 394,982  305,461  723,866  

 流動負債合計  9,519,585 63.3 10,717,393 68.7 12,654,282 71.0 

Ⅱ 固定負債        

１． 社債 ※２ 600,000  600,000  600,000  

２． 長期借入金 ※２ －  55,300  －  

３． 役員退職慰労引当金  136,340  207,090  221,620  

４． その他  24,963  26,171  26,003  

 固定負債合計  761,303 5.0 888,561 5.7 847,623 4.8 

 負債合計  10,280,888 68.3 11,605,954 74.4 13,501,905 75.8 
         

 （資本の部）        

Ⅰ 資本金  － － 800,500 5.1 800,500 4.5 

Ⅱ 資本準備金  － － 255,000 1.6 255,000 1.4 

Ⅲ 利益準備金  － － 117,711 0.8 117,711 0.7 

Ⅳ その他の剰余金  －      

(1) 任意積立金  －  2,748,426  2,748,426  

(2) 中間(当期)未処分利益  －  77,438  526,171  

 その他の剰余金合計  － － 2,825,864 18.1 3,274,597 18.4 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  － － △     50 △ 0.0 △     50 △ 0.0 

Ⅵ 自己株式  － － － － △ 136,764 △ 0.8 

 資本合計  － － 3,999,025 25.6 4,310,993 24.2 

Ⅰ 資本金  800,500 5.3 － － － － 

Ⅱ 資本剰余金        

１. 資本準備金  255,000  － － － － 

 資本剰余金合計  255,000 1.7 － － － － 
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      （単位：千円） 

当中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

前中間会計期間末 
 

(平成13年９月30日現在) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

Ⅲ 利益剰余金        

１. 利益準備金  117,711  －  －  

２. 任意積立金  3,041,590  －  －  

３. 中間未処分利益  565,525  －  －  

 利益剰余金合計  3,724,827 24.8 － － － － 

Ⅵ その他有価証券評価差額金  △ 17,417 △ 0.1 － － － － 

 資本合計  4,762,909 31.7 － － － － 

 負債資本合計  15,043,798 100.0 15,604,979 100.0 17,812,898 100.0 
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(２）中間損益計算書 

      （単位：千円） 

当中間会計期間 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前中間会計期間 
 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前事業年度 
要約損益計算書 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高 ※１ 10,178,005 100.0 9,393,804 100.0 26,582,402 100.0 

Ⅱ 売上原価  8,320,210 81.7 7,861,114 83.7 22,002,663 82.8 

 売上総利益  1,857,794 18.3 1,532,689 16.3 4,579,739 17.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費  1,396,124 13.8 1,562,123 16.6 3,122,091 11.7 

 営業利益（損失）  461,669 4.5 △   29,434 △ 0.3 1,457,647 5.5 

Ⅳ 営業外収益        

 受取利息  78  529  1,485  

 その他  14,915  11,475  24,756  

 営業外収益計  14,993 0.1 12,005 0.1 26,174 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

 支払利息  2,045  11,125  17,422  

 その他  12,141  20,104   42,055  

 営業外費用計  14,187 0.1 31,229 0.3  59,477 0.2 

 経常利益（損失）  462,476 4.5 △   48,659 △ 0.5 1,424,344 5.4 

Ⅵ 特別利益        

 固定資産売却益  95,162  －     9,590  

 投資不動産売却益  94,336  －  －  

 貸倒引当金戻入益  －  9,480  －  

 収用に伴う移転補償
金  131,671  －  －  

 過年度役員退職慰労
引当金戻入  19,000  －  －  

 退職給付信託戻入  5,233  －  －  

 特別利益計  345,403 3.4 9,480 0.1 9,590 0.0 

Ⅶ 特別損失        

 固定資産除・売却損  777  5,179  86,765  

 ゴルフ会員権評価損  －  500  500  

 その他  －  －  569,572  

 特別損失計  777 0.0 5,679 0.0 656,837 2.5 

 税引前中間(当期)純利益  807,102 7.9 － － 777,097 2.9 

 税引前中間純損失  － －    44,858 △ 0.4 － － 

 法人税、住民税及び事業税  332,033 3.3 56,939 0.6 349,300 1.3 

 法人税等調整額  37,055 0.3 △   13,732 △ 0.1 67,131 1.5 

 中間（当期）純利益  438,014 4.3 － － 360,666 1.4 

 中間純損失  －  △   88,066 △ 0.9 － － 

 前期繰越利益  127,510  165,504  165,504  

 中間(当期)未処分利益  565,525  77,438  526,171  
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(３）中間財務諸表作成の基本となる主な事項 

１．会計処理基準に関する事項 

  （１)資産の評価基準及び評価方法 

     ①棚卸資産 

      未成工事支出金・製品・仕掛品   ………  個別法による原価法 

      材料貯蔵品            ………  移動平均法による原価法 

     ②有価証券 

      子会社株式     ………  移動平均法による原価法 

      その他の有価証券 

      時価のあるもの   ………  中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法 

                     により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

      時価のないもの   ………  移動平均法による原価法 

  （２)固定資産の減価償却の方法 

     ①有形固定資産    ………  定率法 

                     ただし、本社本館建物および平成10年４月１日以降に取得した建物 

                     （附属設備を除く）については、定額法を採用しております。 

                      なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方 

                     法と同一の基準によっております。 

     ②無形固定資産    ………  社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

     （ソフトウェア） 

  （３)引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金 

      一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検 

      討して、回収不能見込額を計上しております。 

    ②賞与引当金 

      従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

     ③役員退職慰労引当金 

      役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

  （４)リース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  （５）完成工事高の計上基準 

      完成工事高の計上は、工事完成基準によっておりますが、工期が１年以上、かつ、請負金額が５億円以 

     上の長期大型工事については、工事進行基準を適用しております。 

      なお、工事進行基準による当中間期完成工事高は 4,082,366千円であります。 

  （６)消費税等の会計処理の方法 

      税抜方式によっております。 

  （７）法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額の計算 

      中間会計期間に係る納付税額および法人税等調整額は、当期において予定している利益処分による特別 

     償却準備金の積立ておよび取崩しを前提として、当中間会計期間に係る金額を計算しております。 

 

 

 

《注記事項》 

 （貸借対照表関係） 

                     （当中間期）     （前年中間期）     （前  期） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額  4,217,959千円       4,174,093千円     4,137,716千円 
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 ※２．担保資産 

    （1）担保に供している資産 

            建物          737,429千円        809,918千円      758,184千円 

            土地           739,314          843,715          775,852 

            投資等「その他」        －                  140,832                   － 

                          計         1,476,744            1,794,465              1,534,036 

   （2）担保資産に対応する債務 

            短期借入金             － 千円              341,200千円            715,900千円   

                       社債                100,000                 100,000                100,000 

                       長期借入金             －                    55,300                     － 

                       100,000                 496,500                815,900 

 ※３．消費税の取扱い 

     仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、前中間期は流動資産の「その他」に、当中間期は流動負 

    債の「その他」に含めて表示しております。 

 

 （損益計算書関係） 

 ※１．過去１年間の売上高 

     事業の性質上、当社の売上高は上半期に比し、下半期が著しく増加しております。当該中間会計期末に至

る１年間の売上高は次のとおりであります。 

                    （当中間期）      （前年中間期）     （前  期） 

        前事業年度下半期    17,188,598千円       13,673,356千円 

        当中間期         10,178,005            9,393,804 

             計            27,366,603                23,067,160 

  ２．減価償却実施額 

        有形固定資産               117,652千円         121,445千円     253,891千円 

        無形固定資産         33,707           32,255               66,227 

 

 

 

《リース取引》 

 １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

             （当中間期）        （前年中間期）         （前  期） 

  (１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残高 

    等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

  (２)未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

      １年内        10,468千円         15,580千円                    13,060千円 

      １年超              20,007                     31,725                        25,011 

       合計              30,475                     47,305                        38,072 

        なお、未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

建  物 24,000 7,250 16,750 

機械装置 6,688 6,410 278 

その他 
(工具器具･備品) 14,208 10,704 3,503 

無形固定資産 22,644 12,700 9,943 

合計 67,540 37,065 30,475 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

建  物 24,000 3,000 21,000 

機械装置 6,688 5,295 1,393 

その他 
(工具器具･備品) 40,488 30,048 10,439 

無形固定資産 22,644 8,171 14,472 

合計 93,820 46,515 47,305 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

建  物 24,000 5,750 18,250 

機械装置 6,688 5,852 836 

その他 
(工具器具･備品) 32,748 25,970 6,778 

無形固定資産 22,644 10,436 12,208 

合計 86,080 48,008 38,072 
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   産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

   (３)支払リース料及び減価償却費相当額 

      支払リース料     7,596千円          8,952千円                    16,936千円 

      減価償却費相当額     7,596                      8,952                        16,936 

  (４)減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

    

 

 

７．その他７．その他７．その他７．その他    
 

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりであります。 

（1）決議年月日     平成14年11月20日 

（2）中間配当金総額     172,400,000円 

（3）1株当たりの額          20円 

（4）中間配当支払開始日 平成14年11月21日 


